






Abstract In recent years, the rapid increase in wealth inequality is one of the most 
important problems as well as income disparity in Japan. The Gift tax is the 
complementary tax of inheritance tax, and these taxes have function as redistribution 
of property such as correction with tax payment amount. 
The previous studies have analyzed the inequality of assets and incomes using the 
Gini coefficient. However, the analysis on the index with gift tax is not progressing. 
Therefore, the purpose of this paper is to analyze redistribution effect and to clarify 




























































 贈与税の納税義務者は相法第 1 条の 4 に規定される。同条第 1 項第 1 号において、贈与
税の納税義務者は、「贈与により財産を取得した」個人で、「当該財産を取得した時において
この法律の施行地に住所を有するもの」として規定されている。また、同条第 1 項第 2 号
と 3 号は、上記の財産を取得した者で、財産を取得した時において、この法律の施行地に住








相法第 2 条第 2 項は贈与税の課税財産について、「その者が相続又は贈与により取得した財産の
全部に対し、相続税を課する。」と定めており、相法第 2 条の 2 第1 項では「その者が贈与により
















その贈与財産と相続財産を合算して（相法第 21 条の 15）、計算した相続税額から既に納付した贈
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1.2.2. 日本の家計資産の現状 
日本の家計資産の現状は次のとおりである。図 1－3 は、日本の年代別にみた金融資産の保有総













図 1－3 年代別金融資産保有総額 
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れる。そこで、課税前のジニ係数 Gx と課税後のジニ係数 Gy を比較して、その変化率を資産平準化
















続税体系が確立した 1958（昭和 33）年から 2016（平成 28）年までとし、税制改正を中心
に期間を分けて分析を行う。第 1 期は 1958（昭和 33）年から 1974（昭和 49）年である。
この時期は国民生活の安定を目指し、経済成長とともに基礎控除額の引き上げや配偶者控
除の新設があった期間である。第 2 期は 1975（昭和 50）年から 1988（昭和 63）年の抜本
的税制改革前までとする。この時期は、所得税などの直接税を中心とした課税体系の下で、
1988 年の抜本的税制改革まで、大きな税制改正が行われなった期間である。第 3 期は、抜
本的税制改正後の 1989（平成 1）年から相続時精算課税制度が導入される前の 2002（平成


























不平等度合の測定及び再分配効果の推計に用いられており、以下では Lambert and 
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の世代間資産移転が推進された時期である。平成 15 年度税制改正では、相続税と贈与税の一体課





















年度 課税前ジニ係数 課税後ジニ係数 再分配係数 年度 課税前ジニ係数 課税後ジニ係数 再分配係数
1958年 0.247 0.213 0.141 1989年 0.638 0.610 0.044
1959年 0.263 0.224 0.147 1990年 0.622 0.598 0.039
1960年 0.327 0.264 0.192 1991年 0.598 0.580 0.031
1961年 0.326 0.274 0.159 1992年 0.549 0.530 0.034
1962年 0.385 0.311 0.192 1993年 0.555 0.540 0.028
1963年 0.370 0.310 0.162 1994年 0.528 0.513 0.029
1964年 0.313 0.248 0.208 1995年 0.523 0.507 0.030
1965年 0.336 0.262 0.221 1996年 0.528 0.508 0.037
1966年 0.342 0.296 0.135 1997年 0.534 0.514 0.036
1967年 0.358 0.312 0.130 1998年 0.555 0.537 0.032
1968年 0.382 0.336 0.120 1999年 0.537 0.519 0.034
1969年 0.402 0.349 0.132 2000年 0.535 0.521 0.027
1970年 0.421 0.362 0.139 2001年 0.465 0.451 0.029
1971年 0.449 0.389 0.132 2002年 0.461 0.450 0.024
1972年 0.506 0.444 0.122 2003年 0.560 0.557 0.006
1973年 0.525 0.470 0.104 2004年 0.562 0.557 0.008
1974年 0.450 0.408 0.093 2005年 0.569 0.562 0.013
1975年 0.449 0.418 0.069 2006年 0.576 0.566 0.017
1976年 0.446 0.417 0.064 2007年 0.576 0.568 0.013
1977年 0.451 0.429 0.049 2008年 0.573 0.562 0.019
1978年 0.454 0.431 0.051 2009年 0.576 0.564 0.020
1979年 0.466 0.439 0.057 2010年 0.579 0.558 0.036
1980年 0.469 0.442 0.058 2011年 0.565 0.545 0.035
1981年 0.486 0.459 0.056 2012年 0.549 0.529 0.036
1982年 0.482 0.455 0.055 2013年 0.558 0.534 0.043
1983年 0.485 0.458 0.056 2014年 0.588 0.545 0.073
1984年 0.490 0.468 0.044 2015年 0.554 0.529 0.045
1985年 0.482 0.462 0.042 2016年 0.551 0.522 0.052
1986年 0.502 0.474 0.054
1987年 0.547 0.517 0.054
1988年 0.521 0.488 0.063
（平成 28）年までとする。 
 
（1）第 1 期 1958（昭和 33）年から 1974（昭和 49）年まで 
第1期は高度経済成長を背景に、国会でも「所得倍増計画」が経済政策として打ち出され、この


































（4）第 4 期 2003（平成 15）年から 2016（平成 28）年まで 
 第4 期は、2003年（平成15）年に相続時精算課税制度が創設され、高齢者世代から若年世代へ
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を表している。ここで、𝛼𝛼𝛼𝛼を固定し、𝛽𝛽𝛽𝛽 と 𝛾𝛾𝛾𝛾 を比較すると、𝛽𝛽𝛽𝛽 ≥ 𝛾𝛾𝛾𝛾 のときに、補完性を示す




 図 3－1 は相続税負担率と贈与税負担率の推移を表している。相続税と贈与税の補完性は
相続税負担率と贈与税負担率の比率で示されるが、この比率は租税関数を対数化して分配
率に変形することにより、図 3－2 として図示される。 
 1953 年から 1957 年まで贈与税負担率が相続税負担率よりも高く、𝜀𝜀𝜀𝜀 ≥ 1 の状態であり、
贈与税は相続税の補完的な役割を果たしていた。しかし、それ以降、贈与税は相続税よりも
租税負担率が低いまま推移している。さらに、2001 年の税制改正による基礎控除額引き上
げの影響から、2003 年の贈与税負担率は 5%を下回った。その後、2003 年度税制改正では、
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率 𝜀𝜀𝜀𝜀 は 1 の値を超えることなく推移している。 
 
3.4. 小括 
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18 配偶者控除額は、昭和 41 年度税制改正では 160 万円、昭和 46 年度税制改正では 360 万円、昭和 48
年度税制改正では 560 万円である。 
19 1975 年の贈与財産データのみ贈与税収の推計データに異なる指標が使用されている。したがって、
1975 年は欠損値として取り扱い、3 年間の平均代入法により処理した。 
20 税制調査会(2001), 13 頁. 
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